
1

「知的財産管理技能検定」

平成23年10月24日

知的財産教育協会

杉光 一成

知的財産戦略本部
知財人財育成検討プランワーキンググループ資料

＊本資料の全部または一部の複製・配布等は自由に行なって頂いて結構です。

資料１－杉光委員
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知財人財育成マネジメントサイクル

知財教育
（ＤＯ）

評価
（ＳＥＥ）

計画・戦略
（ＰＬＡＮ）

知財人財育成も
マネジメント事
項であり、PDS
サイクルに基づ
いて実践すべき現状

把握

効果
確認
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企業の知財人財のための検定制度の必要性
に関するアンケート（検定創設当時）

８９％が「必要」と回答

2004.3.23
知的財産担当者向け
検定制度説明会
234名中回答197名
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旧・知的財産検定

2004年スタート 2008年7月スタート

「知的財産管理技能検定」

民間試験 国家試験

民間試験の創設。そして国家試験へ



知的財産管理技能検定に関する法律

職業能力開発促進法（厚生労働省所管）

第１条 この法律は、雇用対策法（昭和41年法律第132号）と相まつて、職業訓練及び職
業能力検定の内容の充実強化及びその実施の円滑化のための施策並びに労働者
が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を確保するための施
策等を総合的かつ計画的に講ずることにより、職業に必要な労働者の能力を開発し、
及び向上させることを促進し、もつて、職業の安定と労働者の地位の向上を図るとと
もに、経済及び社会の発展に寄与することを目的とする。

第４４条 技能検定は、厚生労働大臣が、政令で定める職種（以下この条において「検定
職種」という。）ごとに、厚生労働省令で定める等級に区分して行う。ただし、検定職種
のうち、等級に区分することが適当でない職種として厚生労働省令で定めるものにつ
いては、等級に区分しないで行うことができる。

２ 前項の技能検定（以下この章において「技能検定」という。）の合格に必要な技能及び
これに関する知識の程度は、検定職種ごとに、厚生労働省令で定める。

３ 技能検定は、実技試験及び学科試験によつて行う。
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「技能検定」とは

技能検定は、「働く人々の有する技能を一定の基準に
より検定し、国として証明する国家検定制度」です。技能
検定は、技能に対する社会一般の評価を高め、働く人々
の技能と地位の向上を図ることを目的として、職業能力
開発促進法に基づき実施されています。
技能検定は昭和３４年に実施されて以来、年々内容の
充実を図り、現在136職種（H23年４月１日現在）について
実施されています。技能検定の合格者は平成２２年度ま
でに４５９万人を超え、確かな技能の証として各職場にお
いて高く評価されています。



国の役割（主なもの）

・試験科目及びその範囲の設定

・受検資格の特例の承認

・試験の免除の特例の承認

・試験実施要領の認定

・事業計画及び収支予算の承認

・技能検定実施計画の策定・告示

・技能検定の合否決定

・合格証書の作成（1級）

・立入検査、監督指導

指定試験機関の役割（主なもの）

・試験問題の作成（ただし、試験委員会の権限）

・試験の実施

・結果の報告

・合格通知

・合格証書の作成（2級、3級）

国と指定試験機関の役割分担

試験運営「事務」
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「知的財産管理」という職種

「知的財産管理」職種とは、企業・団体等における発明、
実用新案、意匠、商標、営業秘密、著作物等の知的財産
の創造、保護又は活用を目的として業務を行う職種であ
り、具体的には、創造分野における価値評価、パテント
マップの作成等、また保護分野における出願戦略の立案、
権利処理等、また活用分野におけるライセンス戦略の立
案、契約、営業秘密管理等の知的財産の管理を行う職種
である。



受検資格

１級 知的財産に関する業務について４年以上の
実務経験を有する者等

２級 知的財産に関する業務について2年以上の
実務経験を有する者等

３級 知的財産に関する業務に従事している者ま
たは従事しようとしている者



「学科試験」と「実技試験」
の双方に合格する必要

学科試験＝単に学問的な知識を試験するものでは
なく，業務者が現場において実際に業務を行っ
た経験から得られる知識及びその業務を行うに
あたって当然知っておかなければならない関係
法規その他の知識について行う試験

実技試験＝実際に業務等を行わせその技能を検
定するために行う試験
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１級，２級，３級それぞれの
到達イメージ（＝技能士像）

１級＝業務上の課題の発見と解決を主導するレベル，下位の者に
対して 指導ができるレベル。人物イメージは，「係長，（主
任）」
（「知財人材スキル標準」知財スキル評価指標「実行（２）」レベル４に相当）

２級＝業務上の課題を発見し，上司の指導の下でその課題を解決
でき，一部は自律的に解決できるレベル。人物イメージは，「担
当」
（「知財人材スキル標準」知財スキル評価指標「実行（２）」レベル２に相当）

３級＝業務上の課題を発見し，上司の指導の下でその課題を解決
できるレベル。人物イメージは，「担当（新人）」
（「知財人材スキル標準」知財スキル評価指標「実行（２）」レベル１に相当）



1級 学科（45問）１００分 実技（5問）３０分

2級 学科（４０問）６０分 実技（４０問）６０分

3級 学科（３０問）４５分 実技（３０問）４５分

試験時間
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戦略

実務

法律

知的財産マネジメント三階層論

→ e.g.守りか攻めか

→ e.g シュート、フェイント

→ ルール（e.g.反則）



経済産業省

知財人材スキル標準

創造 保護 活用

知的創造(2.2.2) ブランド保護(2.2.5) 契約(2.2.9)

創造支援(2.2.3) 技術保護(2.2.6) エンフォースメント(2.2.10)

委託・共同研究(2.2.4) コンテンツ保護(2.2.7) 価値評価(2.2.11)

　 デザイン保護(2.2.8) 　

　　　　　　　　サイクル
機能

企画・プロデュース(1.1.1)

実行(2)

管理(2.1)

情報(2.1.1)

人材(2.1.2)

法務(2.1.3)

リスクマネジメント(2.1.4)

戦略(1)

実務(2.2)

予算(2.1.5)

全体マップ

アウトソーシング(2.1.6)

調査(2.2.1)



学科試験 実技試験

1.戦略
2.法務
3.リスクマネジメント
4.調査
5.ブランド保護
6.技術保護
7.コンテンツ保護
8.デザイン保護
9.契約
10.エンフォースメント
11.関連法規

1.戦略
2.法務
3.リスクマネジメント
4.調査
5.ブランド保護
6.技術保護
7.コンテンツ保護
8.デザイン保護
9.契約
10.エンフォースメント

2級

試験の範囲
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企業等における知的財産業務弁理士業務

・国内代理出願
・国内代理訴訟

・国内本人出願
・国内本人訴訟

・外国出願
・契約・ライセンス

・知的財産戦略
（出願戦略、ブランド戦略等）立案

・社内管理規程
（営業秘密管理規程等）作成

・各種調査
・年金管理等
・係争対応
・外国訴訟
・価値評価

独占業務

企業等における知的財産業務の分類

・産業財産権法 ・著作権法（択一）
・不正競争防止法（択一）
・パリ条約・特許協力条約

・欧州特許条約
・米国、中国等諸外国の知財制度
・民法・民事訴訟法
・関税法・独占禁止法等

弁理士試験範囲

（参考） ＊「企業等における知的財産業務」の中には
弁理士が企業からのアウトソーシングを受けて
実施している場合もあるものも含まれている。

標榜業務



２級

知的財産管理技能検定 問題例



１級





（以下、問題文 略）





合格率（平均）
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第1回検定～第９回検定の平均合格率

１級 ２級 ３級

合格率 約７％ 約２７％ 約７２％

＊学科と実技は別々の回で受検可能なため、合格率はあくまで目安となります。



0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

第１回 第２回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回

１級

２級

３級

累積受検者数（2008年7月～2011年7月まで）



知的財産管理技能士の活躍の場

大企業（知財部、研究開発本部、事業部等）

中小企業

特許事務所

その他



検定を利用する大企業の声

電機メーカーＡ社 現状把握と教育結果の効果測定に利用する．毎年教育は行っ
ているが仕事上でクエスチョンマークのつく職員がいる．ところが，
何が悪いのかが把握できない．もしかするとそれは当社の教育
制度の欠陥なのかもしれない．個人としてどこが弱いのかだけで
なく組織として教育設計が間違っていないかの確認に利用し，
傾向が分かればそれに基づいて教育設計を見直す．そのため
のツールとして利用している．

化学メーカーB社 2級は基本的実務知識の測定ができていると考えており，知財
部員全員のレベルの底上げに利用している．例えば，知財部員
は分担を細分化していることが多いが，やはり少なくとも基本位
は知財に関して幅広く知っておく必要がある．また，２級はエンジ
ニアの知財研修の成果確認として利用しはじめた．現在は社内
のエンジニア全員に２級の受検を義務づけている．



弁理士と知的財産管理技能士の
「協働」による知財立国の実現

26

新・知的創造サイクル
による「知的財産立国」の実現への貢献

保護・権利化等

内部での
知財の増加
・活用

潜在的な知的財産
（発明・商標等）の発掘

弁理士
（外部専門家）

知的財産管理技能士
（内部専門家）

知的財産管理技能士の
社内の地位向上へ

出願等の依頼へ



今後に向けた課題 ～おわりに

常に「進化」し続けたいと考えており
ます。そのためには、関係者の方々の
ご協力が不可欠となりますので、この
場を借りてお願いしたいと存じます。

本日はありがとうございました。


